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4.3.1 給水収益の推移 

給水収益は平成 15(2003)年度の約 14 億円がピークで、その後減少が続き、令和元

(2019)年度は約 10 億円となり、平成 15(2003)年度に対する比率は 73.86％まで落

ち込んでいます。今後も給水人口の減少に伴う、給水収益の減少が見込まれます。 

図 4-3-1 過去の給水収益の推移 

4.3.2 財政収支の見通し

第２節 施設更新の見通しで示したアセットマネジメント手法による将来の投資計画に

ついて、最も支出を抑えたシナリオ 4Xを採用した場合の今後 60年間の財政収支の見通

しを示します。本市水道事業は現在自己資金が底をつき、経常収支もマイナスが継続して

いることから、更新事業（建設改良工事）の財源は全額企業債で見込んだケースで試算し

ました。 

図 4-3-2 将来 60年間の事業費と企業債残高の見通し 
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図 4-3-3 将来 60年間の収益的収支と給水原価・供給単価の見通し（シナリオ 4X）

今後の本格的な更新事業に着手するには、工事費のみでなく経営上必要な資金も確保し

ていく必要があります。このため、水道事業を独立採算で継続的に運営していくことを前

提に試算していますが、給水収益の減少が見込まれる将来においては、最低限の運転資金

を確保できるように供給単価を適宜見直すことは避けられない見通しとなっています。 

更新事業の財源に対する国庫補助や交付金、高料金対策等の水道料金に対する財政支援

制度については引き続き動向を注視していく必要があります。 

表 4-3-1 国庫補助、交付金、高料金対策等の要件と本市の状況

  採択要件 

（令和元(2019)年度）

三浦市 

（令和元(2019)年度） 

判定 

水道施設整備費

国庫補助金 

生活基盤施設耐

震化等交付金 

資本単価 90円/ 以上 147.17円/  〇 

1 か月 10 使用した

家庭用水道料金 

1,553 円以上 1,155 円 × 

給水収益に占める企

業債残高の割合 

300%を超える 434％ 〇 

料金回収率 100％以上 88.9％ × 

高料金対策 供給単価 181円/ 以上 202.65円/  〇 

給水原価 263円/ 以上 227.88円/  × 

資本単価 150円/ 以上 147.17円/  × 

表 4-3-2 供給単価の見通し（シナリオ 4X） 

注：上記は令和元(2019)年度に試算した財政シミュレーションの内容であり、実際の水道
料金改定時期を示すものではありません。 

改定年度 供給単価 改定率 累積比率

令和2(2020)年度 202.40円/ 当初 100%

令和3(2022)年度 261.10円/ 29% 129%

令和12(2030)年度 274.20円/ 5% 135%

令和22(2040)年度 356.50円/ 30% 176%

令和32(2050)年度 499.10円/ 40% 247%

令和42(2060)年度 693.70円/ 39% 343%

令和47(2070)年度 825.50円/ 19% 408%
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第４節 組織体制の見通し            

4.4.1 職員数の推移 

本市水道事業の職員数のピークは、昭和 45(1970)年度の 45 人で、給水量がピーク

となった平成 6(1994)年度以降は減少傾向が続いています。水道施設整備には技術職員

が、水道事業経営には事務職員が専門的に役割を果たしていますが、今後の施設更新事業

を実施していくにあたっては、十分とはいえない体制となっています。 

表 4-4-1 過去の職員数と人件費の推移 

職員数

前年度

増減 事務 技術 労務 その他

収益

勘定

資本

勘定

合計

(千円)

前年比

(%)
昭和40 (1965) 35 － 16 18 0 1 35 0 25,462 －
昭和45 (1970) 45 － 23 18 0 4 42 3 50,980 －
昭和50 (1975) 43 － 27 15 0 1 43 0 143,579 －
昭和55 (1980) 40 － 20 20 0 0 36 4 206,880 －
昭和60 (1985) 36 － 18 17 1 0 31 5 239,918 －
昭和61 (1986) 34 ▲ 2 14 18 2 0 31 3 226,031 ▲5.8
昭和62 (1987) 33 ▲ 1 14 17 2 0 29 4 224,790 ▲0.5
昭和63 (1988) 34 1 14 18 2 0 28 6 232,143 3.3
平成1 (1989) 31 ▲ 3 13 16 2 0 25 6 238,072 2.6
平成2 (1990) 33 2 17 14 2 0 27 6 257,021 8.0
平成3 (1991) 33 0 15 16 2 0 27 6 281,801 9.6
平成4 (1992) 34 1 14 18 2 0 28 6 326,115 15.7
平成5 (1993) 33 ▲ 1 13 18 2 0 27 6 286,216 ▲12.2
平成6 (1994) 36 3 18 16 2 0 30 6 303,336 6.0
平成7 (1995) 35 ▲ 1 18 15 2 0 29 6 305,919 0.9
平成8 (1996) 34 ▲ 1 18 14 2 0 27 7 309,434 1.1
平成9 (1997) 32 ▲ 2 18 12 2 0 25 7 292,930 ▲5.3
平成10 (1998) 31 ▲ 1 17 12 2 0 24 7 276,423 ▲5.6
平成11 (1999) 29 ▲ 2 18 10 1 0 22 7 249,013 ▲9.9
平成12 (2000) 27 ▲ 2 15 11 1 0 20 7 238,013 ▲4.4
平成13 (2001) 27 0 16 10 1 0 20 7 231,390 ▲2.8
平成14 (2002) 27 0 15 11 0 1 20 7 218,605 ▲5.5
平成15 (2003) 26 ▲ 1 15 11 0 0 19 7 212,175 ▲2.9
平成16 (2004) 26 0 14 11 0 1 19 7 206,071 ▲2.9
平成17 (2005) 24 ▲ 2 13 11 0 0 17 7 215,901 4.8
平成18 (2006) 24 0 11 12 0 1 18 6 217,487 0.7
平成19 (2007) 21 ▲ 3 10 11 0 0 16 5 167,921 ▲22.8
平成20 (2008) 21 0 11 10 0 0 16 5 194,537 15.9
平成21 (2009) 21 0 11 10 0 0 16 5 193,710 ▲0.4
平成22 (2010) 20 ▲ 1 11 9 0 0 16 4 155,984 ▲19.5
平成23 (2011) 21 1 11 10 0 0 16 5 150,748 ▲3.4
平成24 (2012) 17 ▲ 4 7 10 0 0 13 4 135,964 ▲9.8
平成25 (2013) 17 0 9 8 0 0 13 4 153,680 13.0
平成26 (2014) 16 ▲ 1 7 9 0 0 13 3 149,478 ▲2.7
平成27 (2015) 14 ▲ 2 7 7 0 0 11 3 157,459 5.3
平成28 (2016) 15 1 7 8 0 0 12 3 141,079 ▲10.4
平成29 (2017) 16 1 7 9 0 0 13 3 167,529 18.7
平成30 (2018) 14 ▲ 2 6 8 0 0 11 3 127,823 ▲23.7
令和元 (2019) 12 ▲ 2 5 7 0 0 9 3 130,846 2.4

年度
合計(人) 内訳(人) 勘定別(人) 人件費

(
年
度
)
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表 4-4-2 は平成 26(2014)年度から平成 30(2018)年度の５か年間における全国の

水道事業職員数等の推移を示したものです。全国の水道事業所数は減少傾向にあり、職員

数も減少傾向にあります。一方、資本勘定職員（建設改良工事等に関わる職員）及び建設

改良費は増加傾向にあることがわかります。近年、水道施設の本格的な更新事業に着手し

ている事業体が増えていると推察できますが、建設改良工事の増加に伴って、資本勘定職

員の確保が必要となることが見込まれます。

表 4-4-2 全国の水道事業（法適用）の事業所数、職員数、建設改良費の推移

出典：総務省 地方公営企業年鑑 平成 30(2018)年度 第 3章 事業別 1.水道事業より抜粋 

4.4.2 組織体制の見通し 

水道事業に限らず少子化の影響等によって、将来の人材の確保は事業存続のための大きな

課題となっています。現在の組織力の向上と並行して、貴重な人材の確保・育成に努めつつ

も、地域の水道工事関係者、県内水道事業者との広域連携、民間活用などをより積極的に図

っていくことが求められると考えられます。 

これまでの民間活用としては、平成９(1997)年度から開始した水道料金徴収業務や給水

装置修繕工事待機業務（当番業者制度）、平成 13(2001)年度から開始した水質検査などの

委託があります。令和２(2020)年度からは中央監視装置業務や水道使用の中止再開に伴う

メーター取り扱い業務についても委託化し、民間活用を図っています。 

また、近年の情報通信技術等の発達は著しく、業務の効率化に寄与する新技術や仕組みを

柔軟に取り入れていく姿勢も重要です。 

本市は給水範囲がそれほど広くないことから、職員は水道管路マッピングシステム等によ

って管路の状況を把握しやすく、修繕対応箇所の特定が容易であるという強みもあります。

このため、将来の市内全域の水需要を見据えながらも、重要給水施設管路を中心とした管路

更新に注力することができます。 

H26(2014) H27(2015) H28(2016) H29(2017) H30(2018) H26(2014)→30(2018)

年度 年度 年度 年度 年度 増減率

法適用水道事業事業所数 事業所 2,097 2,081 2,041 1,926 1,882 90%

職員数 損益勘定 人 40,278 39,426 38,880 38,445 37,888 94%

資本勘定 人 6,519 6,530 6,561 6,593 6,632 102%

合計 人 46,797 45,956 45,441 45,038 44,520 95%

職員数 (1事業所当たり) 損益勘定 人/事業所 19.2 18.9 19.0 20.0 20.1 105%

資本勘定 人/事業所 3.1 3.1 3.2 3.4 3.5 113%

合計 人/事業所 22.3 22.1 22.3 23.4 23.7 106%

建設改良費 百万円 1,067,606 1,108,094 1,155,532 1,178,482 1,193,095 112%

建設改良費 (1事業所当たり) 百万円/事業所 509 532 566 612 634 125%

単位項目
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第 5 節 想定される自然災害          

4.5.1 地震災害等

水道事業を取り巻く外部環境の一つとして自然災害があります。県の地震被害想定調査（平

成 27(2015)年 3月）によると、本市で発生確率が高く、震度が大きい地震は「都心南部直

下型地震」で、想定震度は５強から６弱とされています。重要な施設は災害に耐えられるよ

うな対策が必要であり、被災後の対応も日頃から備えておく必要があります。近年の気候変

動の影響による風水害の影響についても注視していく必要があります。 

表 4-5-1 本市において想定される地震（神奈川県地震被害想定調査を調整）
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第６節 広域連携               

4.6.1 これまでの取組

○横須賀市 

本市水道事業と横須賀市水道事業との関わりは、終戦後間もない昭和 21(1946）年の

応急的な友情分水から始まり、水源開発においては、取水から市境での浄水の分水までを

横須賀市に依頼しており、三浦市にとって唯一の隣接事業体として、定期的に情報交換を

行う等、古くから連携を図ってきました。 

○神奈川県 

県営水道は県内で市町村域を超える唯一の「広域的水道事業体」であり、また県営水道

の歴史は、その発足も含めて、過去それぞれの市町の編入要望を受けて編入を重ねてきた

という経緯もあることから、本市水道事業にとって県営水道への移管は、広域化の理想像

と考えています。 

このことから、三浦市は昭和 40年代から県営水道への移管を要望してきました。 

最近では、平成 18(2006)年度～19(2007)年度の「三浦市水道事業に関する研究会」、

平成 20(2008)年度～21(2009)年度の「三浦市水道事業に関する検討会」及び平成

22(2010)年度～29(2017)年度には「情報交換会」を行い、連携した取り組みを行って

きました。 

平成 30(2018)年度からは、政策局政策部土地水資源対策課水政室が事務局となり、県

企業庁企業局水道部ほか県関係課及び本市関係課で構成され、横須賀市上下水道局をオブ

ザーバーとして「三浦市営水道事業の課題解決に向けた検討会」が設置されました。この

検討会による技術支援・協力を受け、本ビジョンを策定することが出来ました。 

図 4-6-1 神奈川県（水政室）の取組 

出典 令和２(2020)年度第１回神奈川県水道事業者連絡会議  

神奈川県政策局政策部土地水資源対策課水政室 「資料：神奈川県水道ビジョンと水道広域化推進プラン」より
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4.6.2 広域化

水道の広域化により得られるメリットは次のとおりです。 

＜水道の広域化により得られるメリット＞ 

①料金収入の安定化やサービス水準等の格差是正 
②施設余剰能力の有効活用 
③災害・事故等の緊急時対応力強化（水源の複数化、バックアップ機能の強化） 
④人材、資金、施設、情報、水資源等の経営資源の共有化と効率的活用 
⑤スケールメリットを生かした事業運営 
⑥技術の継承を含めた運営基盤の恒久的な維持向上 
⑦水道利用者へ均一で質の高いサービスを安定的に提供 

図 4-6-2 水道の広域化の体系図  

神奈川県、横浜市、川崎市及び横須賀市の４水道事業者は、共同で水源を開発したこと、

また、４水道事業者を構成団体とする神奈川県内広域水道企業団が４水道事業者の水道用水

の一部を供給する仕組み（水道用水供給事業）を運用しています。 

 この広域的な取組みにより、水道用水の広域的有効利用や重複投資の回避等が図られてい

ます。これには三浦市も横須賀市を通じて参画しており、この５水道事業者等の協力により、

広域化の効果は得られているところです。 

 しかしながら、アセットマネジメントで浮かび上がった 30年後の三浦市は、人口が約半

分になってしまい、水道事業を維持するには、水道料金が現在の 2.7 倍を超えることが試算

されるという「弱み」が露呈しました。また、事業費抑制の観点から、職員の削減を図って

きましたが、今後の水道施設の更新に当たっては、十分とは言えない体制となっています。 

 神奈川県営水道は、神奈川県民の安全、安心な暮らしの確保という観点から、過去それぞ

れの県内の市町の編入要望を受け、県内 12市６町に給水を行っており、三浦半島地域では、

三浦市と横須賀市を除く市町への給水を行っている広域的事業体です。本市水道事業の将来

を考えるとき、安全で良質な水の安定供給をより確かなものにするために、本市としてはさ

らなる広域化として、既に広域的な水道事業を運営している県営水道との統合を将来的な理

想像と考えています。

施設の共同化

（浄水場、水質試験センター、緊急時連絡管等）

管理の一体化

経営の一体化

事業統合

従来までの
水道広域化
のイメージ

イメージ（概念）
を広げた
水道広域化

「管理の一体化」と
「施設の共同化」
を合わせて

『業務の共同化』

■複数の水道事業等による事業統合（水平統合）
複数の水道事業または複数の水道用水供給事業が認可上で
事業を一つに統合する方法

■上水用水供給事業と水道事業の統合（垂直統合）
水道用水供給事業と受水団体である水道事業が統合し、末
端まで給水する水道事業とする方法

■同一の経営主体が複数の水道事業等を経営
県や市町村が複数の水道事業を経営する方法

（例えば、複数の用水供給事業を経営する県営水道）
■中核事業による管理の一体化
単独あるいは複数の水道事業等が、技術基盤が強固な水道
事業等に管理を委託する方法

■管理組織への業務の共同委託
複数の水道事業等が、別途に一元化に管理を行う組織（一
部事務組合または民間法人）へ業務を共同で委託する方法

■水道用水供給事業による受水団体の管理の一体化
受水団体からの委託によって、水道用水供給事業者が一元
的に管理を行う方法

■共用施設の保有
取水場、導水管、浄水場、配水池、水質試験センター等の
共同施設を建設、保有する方法

■緊急時連絡管
緊急時等のために共同で連絡管を整備する方法

■災害時等の応援協定
災害時等の相互応援協定等を締結する緩やかな連携方法
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第７節 将来の事業環境のまとめ      

4.7.1 将来の事業環境のまとめ 

将来の事業環境について、「機会」と「脅威」の視点から以下に整理しました。 

表 4-7-1 将来の事業環境のまとめ

将来の事業環境 機 会 脅 威 

水需要の見通し 
積極的な施設のダウンサイジン

グ 

給水人口の減少による水需要と

給水収益の減少 

施設更新の見通し 
アセットマネジメント手法の活

用と長寿命な資機材の導入 

老朽化施設の増加に起因する事

故の発生と水質悪化 

財政の見通し 
料金水準・料金体系の検討、 

国庫補助や交付金の活用 

事業運営上の資金の枯渇、水道

料金の高料金化 

組織体制の見通し 

関係者との連携強化、民間活用、

情報通信技術等の活用、充実し

た管路管理体制 

技術職員の不足による技術継承

問題 

想定される自然災害 
日頃からの災害への備え 都心南部直下型地震、気候変動

による風水害 

広域連携 県営水道への統合 連携体制の弱まり 
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4.7.2 今後の施策の方向性 

第３章で整理した現状の評価に加え、本章で整理した将来の事業環境で見据える機会と

脅威を踏まえて、今後 10年間の水道事業が向かうべき方向性を表 4-7-2 に整理しまし

た。 

表 4-7-2 本市水道事業の今後の施策の方向性

水道水の
安全性

安定した水
質の受水

水道施設
の強靭性

高い基幹管
路の耐震適
合率

水道事業
の持続性

高い配水効
率

水道水の
安全性

受水の水質
コントロー
ル

水道施設
の強靭性

低い配水池
の耐震化率

水道事業
の持続性

収支マイナ
スが続く財
政収支

政策の方向性 具体的な方策

強み

関係者と連携して安定した水質の確保を目指
します。

老朽化や滞留による水質悪化を防ぎます。
複数系統受水によるバックアップ体制を確保
します。

計画的な更新によって災害時にも強い管路を
維持します。

災害時の拠点となる施設へ接続する管路の耐
震化を優先的に行います。

新技術を活用して運転・維持管理コスト削減
を図ります。また、それほど広くない給水区
域における管路管理の優位性を活かし、重点
更新区間を特定します。

災害時においても必要な電源を確保します。

弱み

積極的なダウンサイジングにより水道水の滞
留を防ぎます。

情報通信技術等を活用して水質の監視を強化
します。

更新時期の前倒しや統廃合を検討し、配水池
等の更新を行います。

配水池の耐震化によって災害時の必要水量を
確保します。

長寿命な資機材を取り入れて更新費用を抑制
する等経営改善に努め、広域化を推進しま
す。

県、近隣水道事業体、民間企業との連携方策
等により経営改善と人材交流に努め、広域化
を推進します。


